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小規模多機能型居宅介護について  

【小規模多機能型居宅介護の導入の経緯】  

O「通い」を中心として、随時「訪問」や「泊まり」を組み合わせた24時間切れ目のない  
在宅で唖舌の継続を希望する中重度者輔 

Ⅰ小規模多機能型居宅介護の現状と課題  

【小規模多機能型居宅介護の状況①】  

○ 小規模多機能型居宅介護（予防含む）の利用者数は約20．1千人、事業所数は1，37  
3カ所となっている。（平成20年4月審査分）  

小規模多機能型居宅介護利用者数（予防含む）  小規模多機能型居宅介護 請求事業所数  

、  
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（資料出所）厚生労働省「介護給付費実態調査」より作成   



【小規模多機能型居宅介護の状況②】  

○利用者の平均要介護度は2．57（予防を除く・平成20年4月審査分）であり、当初想  
定よりは軽くなっている。（制度創設時は平均3．5程度を想定。）  

○ これについては、事業者からは、「中重度の利用者の確保が難しい」との声があると  
ともに、比較的軽度の利用者に対しても、軽度の段階から利用することで自宅に住み  
続けられる可能性が広がるなど、一定の役割を果たしているとの意見もある。  

（資料出所）「介護給付費実態調査（平成20年4月審査分）」より作成  

※介護予防通所介護・介護予防小規模多機能型居宅介護を除く  

○ 小規模多機能型居宅介護受給者数（千人）  

経過的  
要介護度   総数   要支援1   要支援2  要介護1   要介護2   要介護3   要介護4   要介護5   

要介護  

0．8   1．2   0．0   4．2   4．7   5．0   3．0   1．2  

受給者数   20．1                   （100％）   （3．8％）   （5．7％）   （0．0％）  （20．0％）  （22．4％）  （23．8％）  （14．3％）   （5．7％）   
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（資料出所）「介護給付真実態調査（平成20年4月審査分）」より作成  

て械   



【小規模多機能型居宅介護の状況③】  

○ 平成20年介護事業経営実態調査によると、小規模多機能型居宅介護の収支差率   
は－8．0％となっている。  

○ また、看護・介護職員の1人当たり給与は、他のサービスに比べ、低い水準となって   
いる。  

（円／月）  

常勤  非常勤  

介護福祉士  その他の 介護職員  看護師   准看護師  介護福祉士  その他の 介護職員   看護師  准看護師  

小規模多機能型居宅介護   251，121   202，099   304．986   265，957   202．330   186，508   257，919  220，375  
こ、   

訪問介護  264，107  223，124  230，476   212，046  

通所介護   287，805   233，913   321，745   285，565   219，676   199，379   27乙269  261，624  

短期入所生活介護   328，467   272，407   41乙586   341，523   228，189   201，232   322．769  244．744  

介護老人福祉施設   340，464   290，289   453，236   362，652   276，598   219．350   344－956  301，046  

認知症対応型共同生活介護   280，949   219，970   332，088   264，651   209．330   201，567   267，355  198，866  

※ 介護老人福祉施設を除く各サービスについては、それぞれ予防サービスを含む  （資料出所）：平成20年介護事業経営実態調査より作成   

看護職員の配置の現状  

常勤看護師配置数   常勤准看護師配置数   

配置事業所数（142事業所中）   32（22．5％）   38（26．8％）   

（資料出所）：平成20年介護事業経営実態調査より作成  



【小規模多機能型居宅介護の状況④】  

○ 利用者数が多いほど、収支差率は良い傾向があり、概ね利用者が18～19人以上  
の事業所では、収支が均衡しているが、平均利用者数は14．8名程度に止まっている。  

○ 利用者数が集まらない理由として、事業者等からは、サービスのPR不足や居宅介  
護支援事業者との連携不足等が指摘されている。  

小規模多機能型居宅介護の利用者数別事業所数・収支差率  
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（資料出所）＝平成2。年介護事業経営実態調査作成  
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Ⅱ これまでの指摘等の概要  

介護給付費分科会介護サービス事業の実態把握のためのワーキングチーム報告  

（平成19年12月10日）  

3 今後の検討課題について  

（1）各事業に共通する事項について   

② キャリアアップについて  

○ 介護労働者のキャリアアップに資する人員配置基準、キャリアアップにつながる取組を行  
う事業所に対する評価、研修システムの構築又は介護労働者個人に対するキャリアアップ  
のインセンティブの在り方等について検討する必要があるのではないか。  

その際、小規模事業所ではキャリアアップのシステムを自ら構築することが困難であるこ  
とから、何らかの対策を検討する必要があるのではないか。  

介護保険法及び老人福祉法の一部を改正する法律案に対する附帯決議  

（平成20年5月20日 参議院厚生労働委員会）  

三、次期介護報酬改定に当たっては、介護従事者等の処遇の改善に資するための措置を講ずるこ   

と。なお、地域差の実態を踏まえ、必要な見直しを検討すること。また、サービス提供責任者等の   

処遇に配慮するとともに、介護福祉士等の専門性を重視し、有資格者の評価の在り方について   

検討を行うこと。  5   



○第54回介護給付費分科会（平成20年9月25日）セアリングにおける「全国小規模  

多機能型居宅介護事業者連絡会」からの意見  

・小規模多機能型居宅介護の報酬の底上げ  

・ケアマネジメント責用を支給限度額の外に  

・医療連携体制加算の導入  

・すでに取り組まれている「運営推進会議」等を生かした公表・評価のあり方  

・市町村の独自性を生かす仕組みの継続  

（市町村独自の高い報酬の設定の拡大・継続）  
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Ⅲ 小規模多機能型居宅介護の報酬・基準に関する論点  

【基本的な考え方】   

○ 小規模多機能型居宅介護については、高齢者の在宅における生活を支える重要な   

柱となるサービスとして、引き続き普及を図る必要がある。   

○ 小規模多機能型居宅介護の報酬■基準については、以下の基本的な考え方に沿っ   

て見直しを検討してはどうか。   

① 平成20年介護事業経営実態調査の結果を踏まえ、経営の安定化を図るため、利  
用者数の確保のための方策等を講じた上で、報酬上の対応について検討   

②介護従業者のキャリアアップに資するよう、有資格者や経験年数の評価   
③ 医療二一ズヘの対応   

④ 市町村独自報酬のあり方の検討   

⑤ 適切なサービス提供の確保  
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【具体的な論点】  

（1）事業所経営の安定について  

○利用者数が多い事業所では収支差が良くなっていることから、事業所経営の安定  
化を図るため、利用者の増加や経営の効率化につき以下のような対応を検討しては  
どうか。このような対応を検討した上で、報酬上の対応を検討してはどうか。  

・居宅介護支援事業者による情報提供や小規模多機能型居宅介護計画の作成に  

係る協力等、在宅サービスからの円滑な移行が可能となるような方策。  

1人員の 効率的配置、既存建物の活用の促進等による経営の効率化を促進するた  

めの基準等の見直し。  

■ サービスのPR方法や試行的利用等の利用者確保策の周知・促進。  

※ 介護報酬の見直しを行う場合、事業所の規模に応じた対応を行うことについてど  
う考えるか。  

※ また、中重度者を対象とするという当初の位置付けとともに、比較的軽度の者に  
も利用されている現状もある中で、要介護度毎の報酬設定のバランスを見直すこと   
についてどう考えるか。   



【具体的な論点】  

（2）介護従事者のキャリアアップについて  

○ 介護従事者のキャリアアップの仕組みについては、他サービスを含めた議論を踏ま  
えつつ、介護報酬の在り方とともに検討することとしてはどうか。  

（3）利用者の医療ニーズヘの対応について  

○ 一定の医療ニーズのある利用者についても受け入れることを可能とするため、医療  

ニーズへの対応体制についての評価を検討することとしてはどうか。  

（4）市町村独自報酬の在り方  

○ 質の高いサービスを市町村が独自に評価できる仕組みとして導入された市町村独   

自報酬制度については、実施自治体の意見等を踏まえ、平成21年4月以降のあり方  

を検討することとしてはどうか。（別紙参照）  

（5）適切なサービスの提供の確保  

○ 定額払いというサービスの特性上、必ずしも十分なサービスが提供されない状況が  

生じやすいと考えられることから、適切なサービスの提供を確保するための仕組みを  
検討してはどうか。  9   



（別紙）  

小規模多機能型居宅介護に係る市町村独自報酬基準  
に関する調査結果の概要（平成20年10月実施）  

○対象：平成20年4月1日現在、小規模多機能型居宅介護の市町村認定を受けた  
32市町村（平成20年10月1日現在の認定市町村数は35）  

○市町村独自報酬算定状況（平成20年10月1日現在）  

10月1日現在算定を届け出ている事業所数  

（算定実績有：30市町村）   算定していない  32市町村内の  

事業所数  総事業所数  

500単  750単位  1000単位  

11箇戸  25箇所  61箇所   97箇所   92箇所   189箇所   

参考 独自報酬算定要件  

（－）認知症高齢者を積極的に受け入れていること  

（二）専門性の高い人材が確保されていること  

（三）他の事業所や地域との連携が強化されていること  

（四）その他利用者へのサービスの質の向上に資すると認められること  

500単位  

750単位  
1000単位   
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（二）、（三）、（四）のいずれか1つ  
（ニ）、（三）、（四）のいずれか2つ  
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●独自報酬算定状況及び市区町村としての意見に関する項目  

②－1市町村独自報酬の制度につき、今後も継続を希望しますか。  ①市町村独自報酬施行後どのような成果がありましたか。  
n＝32  

小規模多機能型居宅介護事業所の経営が安定した  

事業所随員の意識高揚につながった  

人材の確保等、サービスの質の向上が図れた  

地域交流が深まった   

0102030405060  

②－2「②－1」で「希望する」と回答した場合のみ、理由をお答え下さい。  ②－2「②－1」で「希望しない」と回答した場合のみ、理由をお答え下さい0  

n＝10  n＝22  

地域の実情に応じて基準を設定することにより、地  
域の特色を盛り込むことができるため  

利用者に買の高いサービスを提供できるため  

事業所の経営が安定するため  

職員の意識高揚につながるため  

独自報酬基準をクリアすることで事業所への評価  
がされるようになり、セールスアップにつながるため  

その他（～しかし、介護報酬の引き上げを希望）  

0  20    40    60    80   tOO   

0  20   40   60   80  100   



● 事業所からの意見に関する項目  

③市町村独自報酬導入の効果等につき、独自報酬を算定している事墓誼の意見として聞かれるものをお答え下さい。  

職員のモチべ－ショ＝ノアツプlこつな力ヾってしヽる  

専P引生の高しヽサービス力キ提供できるようlこなった  

経営lこゆとりカキでた  

者虫白寿反酬をクリアすることで事業所への言平イ面カミされるようlこなり、  
セールスアップlこつなカモった  

住民との繋カモりカヾ密lこなり、地域交流カモ土曽えた  

支給限度客員との兼ね合しヽカモ厳ししヽ  

市田丁年寸カモ設定する考虫自幸辰酬の算定基準カミ厳ししヽ  

カロ算導入l二より負担力｛」ニカヾることで申j用者カミ減った  

そのイ也  

O 10 20 30 40 50   

④市町村独自報酬導入の効果等につき、独自報酬を算定していない事業庚の意見として聞かれるものをお答え下さい。  
n＝92  

＝ 

ヅ  

市町村が設定した独自報酬基準を満たすことができなかったため  

市町村の設定した独自報酬算定基準を満たしているが、利用者負担が増加する  

ため  

市町村の設定した独自報酬算定基準を満たしているが、支給限度額との兼ね合  

いが厳しいため  

その他  

40  60  80   20  0  



参考資料  
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地域密着型サービスについて  

○ 中重度の要介護状態となっても可能な限り住み慣れた自宅又は地域で生活を継続  

できるようにするためのサービスとして、平成18年度より新たに導入されたもの。  

・
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1：当該市の住民のみが利用可識  

○指定権限を市町村に移譲  

○その市町村の住民のみがサービス利用可能（当該市  

の同意を得た上で他の市町村が指定すれば、他の市町  
村の住民が利用することも可能  

2：地域単位で漣正なサービス基盤整備  

市町村（それをさらに細かく分けた圏域）単位で必要  

整備量を定めることで、地域のニーズに応じたバランス  
の取れた整備を促進  

●●l  

ぎ4：地域の意見を反峡する仕組み   

事業所指定（拒否）及び指定基準・報酬設定には、地域密着型  

… サービス運営委員会の設置等により、地域住民、高齢者、経営  

3：地域の実偏に応じた指定基準、介護報   

酬の設定  

≡
≡
…
≡
…
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し者、保健・医療・福祉関係者等の意見を聴く仕組み   

⑳串規模多磯儲腰居宅介護  ：㌻通いjを中心磁心て、随時r訪問jやr泊まり」を組み合わせた管－ビスの提  
供に息軋 中重度になっても在宅生活が稚続できるよう支援  

⑳夜間対応型訪問介護  ：夜間に定期巡眉は通報による随時対応を併せた訪問介護の提供に患軋  

2朋寺問安心して生活で馨る体制を整備  

⑳認鮎売高齢著ダ粛－プホ仙ム：認知碇高齢者に対して、共同生活住居において、家庭的環境と地域怯民との交流  
の下で、日常生活上の世話・機能訓練を行い、能力に応じた自立生濾を支援  

その他、㊨認知症対応型適所介護 ◎土色域密着型特定施設Å居着生活介護 鎗土也域密着型介護老Å福祉施設がある。   



介護報酬  

【小規模多機能型居宅介護】  

（1）小規模多機能型居宅介護費（1月につき）   

4，469単位  
11，430単位  

16，325単位  
23，286単位  

25，597単位  
28，120単位  

30単位  

○ 経過的要介護   

○ 要介護1   

0 要介護2   

0 要介護3   

0 要介護4   

0 要介護5  
（2）初期加算  

【介護予防小規模多機能型居宅介護】  

（1）介護予防小規模多機能型居宅介護費（1月につき）   

○ 要支援1  4，469単位   

○ 要支援2  7，995単位  

（2）初期加算  30単位  15   



人員基準  

（1）介護・看護職員   

ア 日中   

・通いサービスの利用者3人に対し常勤換算方法で1以上  

・訪問サービス提供のため従業者を常勤換算方法で1以上   

イ 夜間及び深夜   

宿泊サービスと訪問サービスの提供のため2以上（1人は宿直でも可）   

※ 宿泊サービスの利用者がいない場合には、夜勤又は宿直職員を夜間   

及び深夜の時間帯を通じて1とすることができる。   
※ アとイの職員のうち1以上が常勤、1以上が看護職員であること。  

（2）介護支援専門員 1人（必要な研修を終了している者）   

※ 利用者の処遇に支障がない場合は、他の職務に従事することができる。  

（3）管理者  1人   

※ 管理者及び法人の代表者は、認知症高齢者の介護に従事した経験を有  

する者等であって、認知症高齢者の介護に関する研修を修了している者  

であること。  
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設備基準  

（1）利用者   

○ 登録定員 25人以下  
○ 通いサービスの利用定員（1日当たり）登録定員の2分の1から   

15人までの範囲内  
○ 宿泊サービスの利用定員（1日当たり）通いサービスの利用定員  

の3分の1から9人までの範囲内  

（2）居間等   

○ 居間及び食堂 合計した面積が通いサービスの利用者1人当たり3ポ以上   

○ 宿泊室   

・宿泊室（個室）の面積   7．43ポ以上   

・個室以外の宿泊室の面積1人当たり概ね7．43ポ以上で、構造は利用  

者のプライバシーが確保されていること  

（3）立地  

○ 利用者の家族との交流の機会を確保し、地域住民との交流を図る観点から、   

住宅地等に立地すること   



運営基準  

○ 事業者は、自ら提供するサービスの評価を行うとともに、定期的に外部の  
者による評価を受け、それらの結果を公表し、常にその改善を図ること。  

○ 登録定員に対し、通いサービスの利用者が著しく少ない状態が続かないよ  

うにすること。  

○ 登録者が通いサービスを利用していない日については、可能な限り、訪問  

サービスの提供や電話連絡による見守り等を行い、利用者に関わること。  

○ 介護支援専門員は、利用者の居宅サービス計画、小規模多機能型居宅介  
護計画の作成を行うこと。  

○ 事業者は、利用者、利用者の家族、地域住民の代表者、市町村の職員、地  

域包括支援センターの職員、有識者等により構成される運営推進会議を設置  

し、概ね2月に1回以上、通いサービス及び宿泊サービスの提供回数等の活  

動状況を運営推進会議に報告し、その評価を受け、要望、助言等を聴く機会  

を設けること。  
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小規模多機能型居宅介護に係る市町村独自の高い報酬の設定  
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